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被害者同盟 声明 
 

２０２３年１１月２９日 

スルガ銀行不正融資被害者同盟 

（略称：ＳＩ被害者同盟） 

スルガ銀行スマートデイズ被害者同盟 

（略称：ＳＳ被害者同盟） 

 

 

 スルガ銀行は２０２３年１１月２２日、HPのお知らせ及び投資家情報において、「シェアハウ

ス以外の投資用不動産向け融資についての当社対応状況（更新）」（以下「本件投資家情報」と

いう）を公表しました。https://www.surugabank.co.jp/surugabank/investors/irinfo/  

株価にも影響を与え得るIR情報に掲載されたその内容は、スルガ銀行の思惑に偏った印象操作で

あり、投資家を誤認させるような表現が多数含まれております。被害者同盟としてもこれを看過

できませんので、声明を発表させて頂きます。 

 

 

 はじめに、スルガ銀行は「調停に真摯に応じている」と主張しております。しかし、これこそ

が嘘・出鱈目であると言わずにはいられません。ご存知の通り、2018年第三者委員会の調査報告

書では「各種の書類の改ざんや不適切な手続きが横行していたことは、公共性、社会性を有する

銀行の使命や位置づけの認識が不十分であった」と指摘されています。また、「不正が全くない

案件など、全体の１％あったかなかったかそのレベル」と行員自らが語り、第三者委員会がその

ように評価した銀行です。この銀行が、私たちに対して正式に謝罪してきたことは未だ一度もな

いことを冒頭お伝えします。 

 

 さて、スルガ銀行が掲げる早期解決フレームワークですが、この解決策はスルガ銀行の利益を

最大限に追求した提案ばかりであり、スローガンとして掲げている「お客様視点・お客様のこと

を考える銀行でありたい」というメッセージが口先だけのものであることを如実に表しており、

お客様である私たちの立場にたった提案にはなっていません。 

 

 そもそも、スルガ銀行の不正融資問題は 2011年頃からのアパマン不正融資にはじまり、2018年

にシェアハウス問題として世の中に広く知られることとなりましたが、第三者委員会調査報告書

には、組織的に不正が行われていたことがわかる記述が下記例示以外にもたくさんあります。 

 

以下第三者委員会報告書からの例示 

 

・偽装が一切無い案件は、100 件中、あって 1 件か 2 件。そのような状態なので、自分以外が 

知らないなどということはあり得ない。（第三者委員会報告書 100ページ） 

・ほぼ全員が、書類の偽装が行われているであろうことを認識しながら融資をしたことを認め

た！（同P102） 

・偽装を知りながら融資を実行した者は？ という行員アンケートでの質問に対して 

「投資用ローン業務に携わったことのある所属長の大多数」との回答が寄せられた。（同P105） 

https://www.surugabank.co.jp/surugabank/investors/irinfo/
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 さらに、第三者委員会調査報告書「第３編 発生した問題」においては、スルガ行員と不動産

業者が結託し、連携プレーで偽装と不正を行った生々しい実態がはっきりと記載されています。 

スルガは銀行という社会的信用を悪用し、不動産業者に書類の改ざんをさせることで自らは手を

汚さずに営業成績を作り上げていました。結果、多数の不正融資被害者を作り出したのです。そ

して、スルガ銀行は業者の不正を意図的に見逃すため、通帳等の確認を営業現場で完結できるよ

うにし、さらには融資実行までにその原本を確認すれば良いという不正融資を助長するような極

めて杜撰な運用ルールの変更まで行っていたのです。 

 

このような背景があるにも関わらず、スルガ銀行は「不正だけども不法ではない」などと言っ

て、銀行が最も損をしないような次の３つの方針を提示してきました。これに対する同盟の考え

をお伝えします。 

 

「① 早期解決案の提示について」について 

「当社の不法行為責任が訴訟でも認定される可能性が高いと考えられる類型に該当する案件につ

いては、当社も積極的に融資経緯等の解明に協力して早期解決を図るという考え方です。」と記

載があります。しかし、前述の通り、行員が不動産業者に書類の改ざんをさせており、被害者は

行員とほとんど会わずに融資が実行されているという背景であるため、被害者側が行員の関与を

立証することは極めて困難です。したがって、スルガ銀行が積極的に融資経緯の解明に協力する

事案が極めて少ない状況となっております。 

スルガ銀行が本当にこの問題の早期解決を望んでいるのであれば、被害者同盟の全件に対して積

極的に融資経緯等の解明に協力すべきではないでしょうか。訴訟したらスルガが負ける可能性が

あるものだけに限定するその対応は、単に訴訟コストを抑えるためだけの早期解決フレームワー

クであると言わざるを得ません。 

「② 任意売却支援等による債務者負担の軽減」について 

任意売却支援、これは加害者であるスルガ銀行が使う言葉ではないと考えます。あたかもスルガ

銀行が歩み寄り、任意売却に向けて支援していますよという言葉の裏には、不正融資の背景があ

ったにも関わらず、スルガ銀行として利益を取りっぱぐれることのないようにするための謀略で

す。他の金融機関では、任意売却をして元本割れが発生した場合は、その元本に対して債務の圧

縮などが行われる場合があります。しかし、今回は一切そのような提案はなく、残った元本も満

額回収することが前提となっています。 

そもそも本件は、スルガ銀行の不正融資により高値づかみとなっている物件が多く、中には数千

万円から数億円を高値づかみさせられている物件も存在し、ほとんどの案件がこの任意売却支援

では解決することができません。なお、スルガ銀行の文面には「64件が任意売却支援により組織

的交渉先から外れることとなりました」と記載されておりますが、この64物件に関してはこの任

意売却支援とは無関係です。高値づかみの度合いが低く、また昨今の不動産価格の上昇により債

務を完済できたに過ぎません。裏を返せば、それ以外の物件は高値づかみの度合いが強く、残債

務では売却できないということです。 

「③ 個別案件に応じた判断」について 

スルガ銀行は「全件調査結果においても、アパマン融資(36,260物件)の約8割(29,333物件)で不正

は認められておらず」と主張しておりますが、これは誤りです。全件調査結果には、約8割のアパ
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マン融資において、不正の証拠が見つからなかったと記載されており、不正がないということで

はありません。スルガ銀行には組織的に不正が蔓延していたことは、第三者委員会調査報告書に

も記載されています。つまりスルガの主張は悪質な印象操作と言わざるを得ず、大変遺憾です。 

この調査は、当行が現時点においてアクセス可能な証憑から不正の痕跡を探求するものであり、

「不正が認められる案件」以外の案件は、あくまで不正が行なわれたと判断する証憑が検出され

なかったというにとどまる。よって、全件調査で「検出なし」と判断された案件の中には一切不

正が存在しなかったことまでを保証するものではない。（2019年5月15日 スルガ銀行「報告書

（投資用不動産融資に係る全件調査）」より抜粋） 

また、スルガ銀行は「高値掴みの損害が発生している可能性も限定的であると考えられるため、

長期間に亘って債務支払を停止する正当な理由があるかについて疑念があると考えています。」

と主張しています。しかし、我々被害者は、破綻必至の物件を高値で掴まされ、物件の修繕など

の多額の出費があり、生活費を削ってもどうにもならない状況にまで陥ったため、不本意ながら

スルガへの返済を止めざるを得なくなりました。 

 

さらに、「債務者がスルガ銀行を騙したケースがある」とも主張しております。しかし、我々被

害者は高値づかみが損害であると主張しており、その理由は全ての一棟アパートマンション物件

において、相当の高値づかみをさせられているからです。わざわざ銀行を騙して高値づかみをす

ることに合理性はなく、これはスルガ側がアパマン不正融資の問題の論点をすり替えています。 

 

 

最後に、もし「多くの組織的交渉先債務者の皆さまに一日でも早くご安堵頂けますよう、当社は

全力でご支援・ご協力をしていきます。」という言葉に嘘・偽りがないのであれば、スルガ銀行

は全容解明のために処分された行員や自身が把握している不正融資に関与した行員、ならびに出

入り禁止になった不動産業者の情報をＳＩ被害弁護団に提供すべきですが、それを拒んでいるこ

とも大きな問題であると考えます。 

 

シェアハウスと全く同じ手口で不正融資をおこなっていたアパマン不正融資においても、スルガ

銀行は過去の過ちから逃げずに自らの責任を認め、被害者同盟に真摯に対応するべきです。アパ

マン被害者とシェアハウス被害者とで異なる解決をすることは、公平性に反し、債務者平等の原

則にも反します。過去、被害者の中には、返済不能な債務に絶望し自死された方がいることはス

ルガ銀行も知っているはずです。そのような悲劇が再び起きないよう、スルガ銀行は自らが引き

起こした問題の重大さを認識し、真摯に不正融資事件を解決させることを求めます。 

以上 


